
適用限度額

所得税50,000円、住民税35,000円

「新契約」と「旧契約」の両方

についての控除の適用を受

ける場合は、適用限度額が

所得税40,000円、住民税

28,000円となる。

「新契約」と「旧契約」の両方

についての控除の適用を受

ける場合は、適用限度額が

所得税40,000円、住民税

28,000円となる。

生命保険料控除の適用限度額

所得税120,000円、住民税70,000円

個人年金保険料控除

適用限度額

所得税40,000円、住民税28,000円

一般生命保険料控除

適用限度額

所得税50,000円、住民税35,000円

個人年金保険料控除

【新契約】

【旧契約】

一般生命保険料控除

適用限度額

所得税40,000円、住民税28,000円

介護医療保険料控除

適用限度額

所得税40,000円、住民税28,000円

【旧契約】のみの場合

生命保険料控除の適用限度額

所得税100,000円

住民税70,000円

※従来の生命保険料控除と変更無し。

生命保険料控除の改正について 
 
【制度改正の概要】 
平成 22 年度税制改正により、平成 25 年度から生命保険料控除についての改正があります。 
平成 24 年 1 月 1 日以後に締結した保険契約より「新契約」、平成 23 年 12 月 31 日以前に締結した保険

契約は「旧契約」となります。「旧契約」については従来の生命保険料控除の制度が適用されます。 
もし「新契約」と「旧契約」の両方を有している場合は、契約全体（「新契約」+「旧契約」）に対して、

新制度の控除区分が適用されます。 
 
【平成 24 年 1 月 1 日以後に締結した保険契約「新契約」の生命保険料控除】 
・一般生命保険料控除：生存または死亡に起因して支払う保険金・その他給付金に係る保険料 
・個人年金保険料控除：個人年金保険料税制適格特約を付加した個人年金保険に係る保険料 
・《新設》介護医療保険料控除：入院・通院などにともなう給付部分に係る保険料 
 
【適用限度額の変更】 
・各控除適用限度額「新契約」・・・所得税 40,000 円、住民税 28,000 円 
・各控除適用限度額「旧契約」・・・所得税 50,000 円、住民税 35,000 円（従来通り） 
・生命保険料控除適用限度額・・・所得税 120,000 円、住民税 70,000 円 
 ※ただし、「旧契約」のみの場合は従来通り、所得税 100,000 円、住民税 70,000 円。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



50,000 超え 100,000 以下 ×1/4+25,000

100,000 超え 50,000

25,000 以下 全額

25,000 超え 50,000 以下 ×1/2+12,500

70,000 超え 35,000

年間支払額 所得税

15,000 超え 40,000 以下 ×1/2+7,500

40,000 超え 70,000 以下 ×1/4+17,500

15,000 以下 全額

年間支払額 市民税

40,000 超え 80,000 以下 ×1/4+20,000

80,000 超え 40,000

20,000 以下 全額

20,000 超え 40,000 以下 ×1/2+10,000

56,000 超え 28,000

年間支払額 所得税

12,000 超え 32,000 以下 ×1/2+6,000

32,000 超え 56,000 以下 ×1/4+14,000

年間支払額 市民税

12,000 以下 全額
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【新契約・旧契約の計算方法】 
旧契約（平成 23 年 12 月 31 日以前）      新契約（平成 24 年 1 月 1 日以後） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【新契約と旧契約の両方が適用出来る条件】（住民税額） 
 旧契約の生命保険料控除額が 28,000 円以上⇒不可。控除額上限は 35,000 円。（従来通り） 
 旧契約の生命保険料控除額が 28,000 円未満⇒可能。ただし、控除額上限は 28,000 円。 
 
【給与支払報告書の新旧様式変更】 
 
 
 
 
 ←旧給与支払報告書（平成 24 年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新給与支払報告書（平成 25 年度）→ 
 
 
 


